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滋 管 第 1 6 8 号  

令和６年（2024 年）３月 21 日  

 

 

 各所属長 様 

 

会計管理局管理課長 

 

 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた 

対応について（通知） 

 

 

 賃上げ局面が続いている中で、特に中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備

することが重要であることを踏まえ、その取引環境の整備の一環として、令和５年 11

月 29 日に内閣官房および公正取引委員会において、労務費の転嫁に係る価格交渉に関

し、地方公共団体を含む「発注者及び受注者それぞれが採るべき行動／求められる行動」

について「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（別添参照）が取りま

とめられました。 

 同指針に掲載されているデータからは、地方公共団体の発注について、一部の業務に

おいて労務費を価格転嫁できていないことが明らかになっています。 

これまでも予算計上や予定価格の作成に当たっては、最新の実勢価格等を踏まえて行

われているところですが、委託業務の入札・契約手続きを行うにあたっては、最新の実

勢価格等を踏まえた予定価格の作成等、労務費の適切な価格転嫁が図られるよう、改め

て御留意願います。 

 なお、令和５年３月 15 日付け滋総第 77 号・滋管第 141 号総務部総務課長・会計管理

局管理課長連名通知にも記載のとおり、今般の最低賃金の引上げ、エネルギー価格その

他の物価の上昇および民間企業における賃上げの動き等ならびにこれらを踏まえた国

の方針等に鑑み、現に締結している契約について現契約額では債務の履行が困難となる

特別の事情が認められる場合には、一定の範囲で、金額または履行内容の変更を行うこ

とも認めうると考えます。 

特に、事業者から賃金上昇を要因とする価格交渉の申し出があったときは、同指針の

「発注者が採るべき行動」を踏まえ、事業者と十分に協議を行っていただくようお願い

します。 

 

 

会計管理局管理課契約指導係 

TEL：077-528-4325 
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「令和６年度予算の執行について」（令和６年４月１日付け総務部長通知）（抜粋） 

 

 

■令和６年度 予算執行要領 

 

第３ 歳出に関する事項 

 

２ 建設工事、業務委託等の設計積算に当たっては、当初の段階で必要な事項を的

確に盛り込むこととし、不測の事態の発生等真にやむを得ない場合を除き、設計

変更は行わないこと。 

  なお、プロポーザルなど、予定価格をあらかじめ公表する場合には、設計積算

の正確性の確保に特に留意すること。 

また、予定価格に起因した入札不調・不落が発生しないよう、市場における最

新の取引価格や施工の実態等を的確に反映した積算を行うこと。特に、労務費に

ついては、適切な価格転嫁が図られるよう、積算において留意すること。 

なお、労務費の上昇を理由とする契約変更の申し入れがあったときは、「「労務

費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた対応について」（令

和６年３月 21 日付け滋管第 168 号）に留意し、契約相手先と十分に協議を行う

こと。 

さらに、入札残が生じた場合には、不用額として処理すること。 
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